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(57)【要約】
　ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連
携して対処すること。情報処理装置であって、第１ロボ
ットから情報を取得する取得部を備えた。情報処理装置
は、取得した情報を分析する分析部を備えた。情報処理
装置は、分析結果から、連携すべき第２ロボットおよび
その作業内容を決定する決定部を備えた。情報処理装置
は、決定部の決定に基づいて、第２ロボットに対して、
作業内容を指示する指示部を備えた。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１ロボットから情報を取得する取得部と、
　取得した情報を分析する分析部と、
　分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業内容を決定する決定部と、
　前記決定部の決定に基づいて、前記第２ロボットに対して、前記作業内容を指示する指
示部と、
　を備えた情報処理装置。
【請求項２】
　前記決定部は、店舗で発生した問題を前記第１ロボットにより解決できるか否かを判定
する判定部をさらに有し、
　前記判定部により、前記第１ロボットにより解決できないと判定された場合、検知した
問題を解決する前記第２ロボットを選択する請求項１に記載の情報処理装置。
【請求項３】
　前記第１ロボットおよび前記第２ロボットは、前記店舗内で作業を実行し、
　前記取得部は、前記第１ロボットから画像情報を取得し、
　前記分析部は、前記画像情報を解析し、前記店舗内で発生した問題を検知し、
　前記決定部は、検知した問題を解決する前記第２ロボットを選択し、
　前記指示部は、前記第２ロボットに対して前記問題を解決するための作業内容を指示す
る請求項１または２に記載の情報処理装置。
【請求項４】
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて床の汚れおよびその位置情報を検出し、
　前記決定部は、前記分析部が検出した床の汚れを清掃する清掃ロボットを前記第２ロボ
ットとして決定し、さらに、前記清掃ロボットが行うべき作業内容として清掃方法を決定
し、
　前記指示部は、前記清掃ロボットに対し、前記位置情報および前記清掃方法を指示する
請求項３に記載の情報処理装置。
【請求項５】
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて精算待ちの顧客の人数およびその位置情報を検
出し、
　前記決定部は、前記人数が第１閾値を超えた場合に、前記分析部が検出した精算待ちの
顧客に対する精算機能を有する精算ロボットを前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記精算ロボットに対し、前記位置情報および前記精算機能の実行を指
示する請求項３または４に記載の情報処理装置。
【請求項６】
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて商品の陳列状況を検出し、前記陳列状況に基づ
いて、前記商品の欠品およびその位置情報を検知し、
　前記決定部は、欠品を検知された前記商品の補充機能を有する商品補充ロボットを前記
第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記商品補充ロボットに対し、前記位置情報および前記補充機能の実行
を指示する請求項３乃至５のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項７】
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて案内が必要な顧客およびその位置情報を検出し
、
　前記決定部は、顧客案内機能を有する顧客案内ロボットを前記第２ロボットとして決定
し、
　前記指示部は、前記顧客案内ロボットに対し、前記位置情報および前記顧客案内機能の
実行を指示する請求項３乃至６のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項８】
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて商品の陳列状況を検出し、前記陳列状況に基づ
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いて、前記商品の陳列状況の乱れおよびその位置情報を検知し、
　前記決定部は、陳列状況の乱れを整頓する整頓機能を有する整頓ロボットを前記第２ロ
ボットとして決定し、
　前記指示部は、前記整頓ロボットに対し、前記位置情報および前記整頓機能の実行を指
示する請求項３乃至７のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項９】
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて前記第１ロボットの位置情報および商品の運搬
状況を検出し、
　前記決定部は、前記商品の運搬量が第２閾値を超えた場合、前記商品の運搬機能を有す
る運搬ロボットを前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記運搬ロボットに対し、前記位置情報および前記運搬機能の実行を指
示する請求項３乃至８のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項１０】
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて迷子およびその位置情報を検出し、
　前記決定部は、前記分析部が検出した前記迷子を誘導する誘導機能を有する誘導ロボッ
トを前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記誘導ロボットに対し、前記位置情報および前記誘導機能の実行を指
示する請求項３乃至９のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項１１】
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて落し物およびその位置情報を検出し、
　前記決定部は、前記分析部が検出した前記落し物を回収する回収機能を有する回収ロボ
ットを前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記回収ロボットに対し、前記位置情報および前記回収機能の実行を指
示する請求項３乃至１０のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項１２】
　前記取得部は、前記第１ロボットから顧客の要望情報をさらに取得し、
　前記分析部は、取得した前記要望情報を分析し、
　前記決定部は、前記要望情報の分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業
内容を決定する請求項１または２に記載の情報処理装置。
【請求項１３】
　前記分析部は、前記要望情報に基づいて、顧客の商品検索情報を検出し、前記商品検索
情報から検索商品の在庫状況および前記顧客の位置情報を検知し、
　前記決定部は、前記検索商品の搬送機能を有する搬送ロボットを前記第２ロボットとし
て決定し、
　前記指示部は、前記搬送ロボットに対し、前記搬送機能の実行を指示する請求項１２に
記載の情報処理装置。
【請求項１４】
　前記分析部は、前記要望情報に基づいて、顧客の購入商品搬送要望を検出し、
　前記決定部は、購入した商品の搬送機能を有する搬送ロボットを前記第２ロボットとし
て決定し、
　前記指示部は、前記搬送ロボットに対し、前記搬送機能の実行を指示する請求項１２ま
たは１３に記載の情報処理装置。
【請求項１５】
　前記分析部は、前記要望情報に基づいて、顧客が試着している商品の代替商品に関する
情報を検出し、
　前記決定部は、前記代替商品を指定場所まで搬送する搬送機能を有する搬送ロボットを
前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記搬送ロボットに対し、前記搬送機能の実行を指示する請求項１２乃
至１４のいずれか１項に記載の情報処理装置。
【請求項１６】
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　第１ロボットから情報を取得する取得ステップと、
　取得した情報を分析する分析ステップと、
　分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業内容を決定する決定ステップと
、
　前記決定ステップにおける決定に基づいて、前記第２ロボットに対して、前記作業内容
を指示する指示ステップと、
　を含む情報処理方法。
【請求項１７】
　第１ロボットから情報を取得する取得ステップと、
　取得した情報を分析する分析ステップと、
　分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業内容を決定する決定ステップと
、
　前記決定ステップにおける決定に基づいて、前記第２ロボットに対して、前記作業内容
を指示する指示ステップと、
　をコンピュータに実行させる情報処理プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、情報処理装置、情報処理方法および情報処理プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　上記技術分野において、特許文献１には、サービスフロー実行中のロボットに突発的な
異常が発生した場合、ロボットの保有能力などを条件として、そのサービスフローを引き
継げるサービスフロー提供中でないロボットを検索し、サービスフローの引き継ぎを行う
技術が開示されている。特許文献２には、サービス実施中のロボットの位置が、サービス
切り替え位置を基準として定まる所定の範囲以内である場合に、サービス実施中でないロ
ボットの中からサービス引き継ぎロボットを選択する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－２４９８０１号公報
【特許文献２】特開２００７－２４５３１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記文献に記載の技術では、ロボットの外部に発生した問題に複数のロ
ボットが連携して対処することができなかった。
【０００５】
　本発明の目的は、上述の課題を解決する技術を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため、本発明に係る情報処理装置は、
　第１ロボットから情報を取得する取得部と、
　取得した情報を分析する分析部と、
　分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業内容を決定する決定部と、
　前記決定部の決定に基づいて、前記第２ロボットに対して、前記作業内容を指示する指
示部と、
　を備えた。
【０００７】
　上記目的を達成するため、本発明に係る情報処理方法は、
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　第１ロボットから情報を取得する取得ステップと、
　取得した情報を分析する分析ステップと、
　分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業内容を決定する決定ステップと
、
　前記決定ステップにおける決定に基づいて、前記第２ロボットに対して、前記作業内容
を指示する指示ステップと、
　を含む。
【０００８】
　上記目的を達成するため、本発明に係る情報処理プログラムは、
　第１ロボットから情報を取得する取得ステップと、
　取得した情報を分析する分析ステップと、
　分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業内容を決定する決定ステップと
、
　前記決定ステップにおける決定に基づいて、前記第２ロボットに対して、前記作業内容
を指示する指示ステップと、
　をコンピュータに実行させる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連携して対処する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の第１実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図２】本発明の第２実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である。
【図３】本発明の第２実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図４Ａ】本発明の第２実施形態に係る情報処理装置の備えるロボット性能テーブルの一
例を示す図である。
【図４Ｂ】本発明の第２実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例を
示す図である。
【図５】本発明の第２実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロック図
である。
【図６】本発明の第２実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャート
である。
【図７】本発明の第３実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である。
【図８】本発明の第３実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図９】本発明の第３実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例を示
す図である。
【図１０】本発明の第３実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロック
図である。
【図１１】本発明の第３実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャー
トである。
【図１２】本発明の第４実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である。
【図１３】本発明の第４実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図１４】本発明の第４実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例を
示す図である。
【図１５】本発明の第４実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロック
図である。
【図１６】本発明の第４実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャー
トである。
【図１７】本発明の第５実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である。
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【図１８】本発明の第５実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図１９】本発明の第５実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例を
示す図である。
【図２０】本発明の第５実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロック
図である。
【図２１】本発明の第５実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャー
トである。
【図２２】本発明の第６実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である。
【図２３】本発明の第６実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図２４】本発明の第６実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例を
示す図である。
【図２５】本発明の第６実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロック
図である。
【図２６】本発明の第６実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャー
トである。
【図２７】本発明の第７実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である。
【図２８】本発明の第７実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図２９】本発明の第７実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例を
示す図である。
【図３０】本発明の第７実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロック
図である。
【図３１】本発明の第７実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャー
トである。
【図３２】本発明の第８実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である。
【図３３】本発明の第８実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図３４】本発明の第８実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例を
示す図である。
【図３５】本発明の第８実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロック
図である。
【図３６】本発明の第８実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャー
トである。
【図３７】本発明の第９実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である。
【図３８】本発明の第９実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図３９】本発明の第９実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例を
示す図である。
【図４０】本発明の第９実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロック
図である。
【図４１】本発明の第９実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャー
トである。
【図４２】本発明の第１０実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である
。
【図４３】本発明の第１０実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図４４】本発明の第１０実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例
を示す図である。
【図４５】本発明の第１０実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロッ
ク図である。
【図４６】本発明の第１０実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャ
ートである。
【図４７】本発明の第１１実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である
。
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【図４８】本発明の第１１実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図４９】本発明の第１１実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例
を示す図である。
【図５０】本発明の第１１実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロッ
ク図である。
【図５１】本発明の第１１実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャ
ートである。
【図５２】本発明の第１２実施形態に係る情報処理装置による処理の一例を示す図である
。
【図５３】本発明の第１２実施形態に係る情報処理装置の構成を示すブロック図である。
【図５４】本発明の第１２実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例
を示す図である。
【図５５】本発明の第１２実施形態に係る情報処理装置のハードウェア構成を示すブロッ
ク図である。
【図５６】本発明の第１２実施形態に係る情報処理装置の処理手順を説明するフローチャ
ートである。
【図５７】本発明の第１３実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例
を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下に、本発明を実施するための形態について、図面を参照して、例示的に詳しく説明
記載する。ただし、以下の実施の形態に記載されている、構成、数値、処理の流れ、機能
要素などは一例に過ぎず、その変形や変更は自由であって、本発明の技術範囲を以下の記
載に限定する趣旨のものではない。
【００１２】
　［第１実施形態］
　本発明の第１実施形態としての情報処理装置１００について、図１を用いて説明する。
情報処理装置１００は、ロボットから取得した情報を分析して連携すべきロボットを決定
する装置である。
【００１３】
　図１に示すように、情報処理装置１００は、取得部１０１と分析部１０２と決定部１０
３と指示部１０４とを含む。取得部１０１は、第１ロボットから情報を取得する。分析部
１０２は、取得した情報を分析する。決定部１０３は、分析結果から、連携すべき第２ロ
ボットおよびその作業内容を決定する。指示部１０４は、決定部１０３の決定に基づいて
、第２ロボットに対して、作業内容を指示する。
【００１４】
　本実施形態によれば、ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連携して対処
することができる。
【００１５】
　［第２実施形態］
　次に本発明の第２実施形態に係る情報処理装置について、図２乃至図６を用いて説明す
る。図２は、本実施形態に係る情報処理装置２００による処理の一例を示す図である。
【００１６】
　図２に示したように、例えば、店頭に並べる商品をバックヤード２１１から店舗２１０
内（店舗内）の所定の陳列棚まで搬送して陳列する機能を有する搬送ロボット２０１が、
店舗２１０内で商品の搬送作業を行っているとする。
【００１７】
　店舗２１０内で作業を行っている搬送ロボット２０１は、店舗２１０内の移動や店舗２
１０内での作業のために、カメラで周辺の画像を撮像している。また、搬送ロボット２０
１は、カメラで撮像した周辺画像を画像情報として情報処理装置２００に送信する。情報
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処理装置２００は、店舗２１０内で作業している搬送ロボット２０１から画像情報を受信
し、取得する。
【００１８】
　情報処理装置２００は、取得した画像情報を解析して、解析結果から店舗２１０内で発
生した問題を検出する。ここでは、情報処理装置２００は、床が汚れていることを検出す
る。また、床の汚れを検出した情報処理装置２００は、床の汚れが店舗２１０のどの位置
にあるのかに関する位置情報を検知する。また、情報処理装置２００は、床の汚れを取り
除くために必要な作業内容を決定する。
【００１９】
　そして、情報処理装置２００は、店舗２１０内で作業をしている搬送ロボット２０１に
より、その汚れをきれいにすることができるか否かを判定する。つまり、情報処理装置２
００は、店舗２１０内で発生した床の汚れという問題を搬送ロボット２０１で解決するこ
とができるか否かを判定する。
【００２０】
　搬送ロボット２０１は、床の汚れを取り除くことができないので、情報処理装置２００
は、搬送ロボット２０１では床の汚れを取り除けないと判定する。情報処理装置２００は
、床の汚れを取り除くことができるロボットとして、清掃ロボット２０２を選択する。
【００２１】
　情報処理装置２００は、選択した清掃ロボット２０２に対して、作業内容を指示する。
情報処理装置２００が指示する作業内容としては、例えば、床が液体等で汚れている場合
には、床を拭いて液体を取り除くという作業内容である。そして、バックヤード２１１で
待機していた清掃ロボット２０２が、店舗２１０内に出動し、汚れを取り除く。
【００２２】
　なお、情報処理装置２００が選択または指示する清掃ロボット２０２は、バックヤード
２１１に待機している清掃ロボット２０２には限定されず、店舗２１０内で作業中や移動
中の清掃ロボット２０２であってもよい。このように、情報処理装置２００は、搬送ロボ
ット２０１と清掃ロボット２０２とを連携させて、搬送ロボット２０１などの外部に発生
した問題を解決する。
【００２３】
　情報処理装置２００が清掃ロボット２０２を選択する場合、例えば、汚れの位置からの
近さや、清掃ロボットの２０２の能力、作業中か否か、汚れの程度などの情報を総合的に
勘案して、選択するが、勘案する情報はこれらには限定されない。
【００２４】
　また、例えば、床にゴミ等が落ちている場合には、情報処理装置２００は、ゴミ等を拾
うことができる清掃ロボットや、掃き掃除ができる清掃ロボットなどを選択し、これらの
清掃ロボットに対して作業内容を指示して、ゴミを拾わせたり、ゴミを回収させたりする
。
【００２５】
　なお、図２に示した搬送ロボット２０１は、台車２０３部分を他のロボットと共通化し
ている。つまり、本実施形態においては、所定機能を有するロボット部分と台車２０３と
を組み合わせて１つのロボットとしている。台車２０３は、所定機能を有するロボットを
移動させるためのパーツとして用いられている。また、例えば、搬送ロボット２０１はカ
メラを有しているが、このカメラは、ロボット側に設けられても、台車２０３側に設けら
れていてもよい。台車２０３側にカメラを設ければ、各々のロボットでカメラを共有する
こともできる。また、あらかじめ台車２０３に相当する移動用パーツを有するロボットを
用いてもよい。以下で説明するその他の機能を有するロボットも同様とする。さらに、上
記説明では１台の清掃ロボット２０２が出動する例で説明したが、出動するロボットの数
は１台には限られず、複数台であってもよく、以下で説明する他の機能を有するロボット
でも同様とする。
【００２６】
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　図３は、本実施形態に係る情報処理装置２００の構成を示すブロック図である。情報処
理装置２００は、取得部３０１と、分析部３０２と、決定部３０３と、指示部３０４と、
を備える。さらに、決定部３０３は、判定部３３１を有する。
【００２７】
　取得部３０１は、例えば、店舗２１０内で作業をしたり、移動をしたりしているロボッ
トから画像情報を取得する。取得する画像情報は、各ロボットに設けられたカメラが撮像
した画像に関する情報である。店舗２１０内で作業などを実行するロボットは、自走式ロ
ボットなどであり、店舗２１０内を自由に動きまわることができる。自走式ロボットは、
カメラで撮像した画像や障害物検知センサで検知した検知結果などを用いて、周囲の状況
を把握して移動することができるロボットである。このように、自走式ロボットは、作業
が必要な場所まで自ら移動し、所定作業を実行する。なお、取得部３０１は、画像情報の
他に、ロボットを識別するための識別情報や、ロボットの位置を示す位置情報などを合わ
せて取得してもよい。また、ロボットの位置情報は、取得した画像情報から検出してもよ
い。
【００２８】
　分析部３０２は、取得した画像情報を解析して、店舗２１０内で発生した問題を検知す
る。分析部３０２は、画像情報に基づいて、床の汚れやゴミなどの店舗２１０内で発生し
た問題を検知する。床の汚れか否かの判断は、例えば、店舗２１０内の同じ位置の過去の
画像情報と現在の画像情報とを比較することにより行う。
【００２９】
　過去の画像情報と現在の画像情報とでは、床の色が異なる場合などには、分析部３０２
は、床が汚れていると判断する。また、店舗２１０内に落ちているゴミも過去の画像情報
と現在の画像情報とを比較することにより行う。過去の画像情報には存在しなかった物体
が、現在の画像情報では存在している場合などには、分析部３０２は、ゴミが落ちている
と判断する。なお、分析部３０２により、床の汚れやゴミなどを判断することができない
場合には、取得した画像情報をオペレータなどに送信し、オペレータに判断させてもよい
。
【００３０】
　決定部３０３は、分析部３０２による分析結果から、店舗２１０内で発生した問題を解
決するために、情報処理装置２００に画像情報を送信したロボットと連携すべきロボット
を決定する。決定部３０３は、連携すべきロボットの決定の際、つまり、店舗２１０内で
発生した問題を解決するためのロボットの決定の際、画像情報を送信したロボットにより
問題が解決できるか否かを判定部３３１に判定させる。
【００３１】
　判定部３３１は、分析部３０２で検出した、店舗２１０内で発生した問題が画像情報を
情報処理装置２００に送信したロボットにより解決することができるか否かを判定する。
判定部３３１は、例えば、画像情報送信したロボットの性能などに基づいて、店舗２１０
内で発生した問題を解決できるか否かの判定を行う。
【００３２】
　そして、決定部３０３は、情報処理装置２００に画像情報を送信したロボットが、判定
部３３１により店舗２１０内で発生した問題を解決できないと判定された場合、その問題
を解決することができるロボットを選択する。決定部３０３は、ロボットの性能などに基
づいて、問題を解決することができるロボットを選択する。
【００３３】
　検知した問題が床の汚れであれば、決定部３０３は、床の汚れを拭きとる清掃機能を有
する清掃ロボット２０２を選択する。また、検知した問題がゴミであれば、決定部３０３
は、ゴミを拾うことができる清掃機能を有する清掃ロボット２２１を選択する。
【００３４】
　指示部３０４は、決定部３０３により選択されたロボットに対して、問題を解決するた
めの作業内容を指示する。床が汚れている場合には、指示部３０４は、清掃ロボット２０
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２に対して、汚れを拭く作業、床を掃く作業などの清掃方法を指示する。また、ゴミが落
ちている場合には、指示部３０４は、清掃ロボット２２１に対して、ゴミを拾う作業など
の清掃方法を指示する。
【００３５】
　図４Ａは、本実施形態に係る情報処理装置の備えるロボット性能テーブル４０１の一例
を示す図である。ロボット性能テーブル４０１は、ロボットＩＤ（Identifier）４１１に
関連付けて、状態４１２、位置４１３および性能４１４を記憶する。ロボットＩＤ４１１
は、ロボットを識別するための識別子である。状態４１２は、ロボットの現在の状態（作
業、待機、メンテナンスなど）を示す。位置４１３は、ロボットの現在位置である。性能
４１４は、ロボットが保有している性能や機能などに関する情報である。そして、情報処
理装置２００は、ロボット性能テーブル４０１を参照して、例えば、店舗２１０内で発生
した問題を解決するためのロボットの選択などを行う。
【００３６】
　図４Ｂは、本実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブル４０２の一例を示
す図である。問題解決テーブル４０２は、問題４２１に関連付けて選択ロボット４２２、
指示作業４２３およびサーバ処理４２４を記憶する。問題４２１は、店舗２１０内で発生
する問題を示す。選択ロボット４２２は、発生した問題に対して、選択すべきロボットの
一例を示す。指示作業４２３は、選択されたロボットに対して、指示する作業内容の一例
を示す。サーバ処理４２４は、情報処理装置２００において行われる処理の一例を示す。
そして、情報処理装置２００は、問題解決テーブル４０２を参照して、例えば、店舗２１
０内で発生した問題の解決にあたる。
【００３７】
　図５は、本実施形態に係る情報処理装置２００のハードウェア構成を示すブロック図で
ある。ＣＰＵ(Central Processing Unit)５１０は演算制御用のプロセッサであり、プロ
グラムを実行することで図３の情報処理装置２００の機能構成部を実現する。ＲＯＭ(Rea
d Only Memory)５２０は、初期データおよびプログラムなどの固定データおよびその他の
プログラムを記憶する。また、ネットワークインタフェース５３０は、ネットワークを介
して他の装置などと通信する。なお、ＣＰＵ５１０は１つに限定されず、複数のＣＰＵで
あっても、あるいは画像処理用のＧＰＵ(Graphics Processing Unit)を含んでもよい。ま
た、ネットワークインタフェース５３０は、ＣＰＵ５１０とは独立したＣＰＵを有して、
ＲＡＭ(Random Access Memory)５４０の領域に送受信データを書き込みあるいは読み出し
するのが望ましい。また、ＲＡＭ５４０とストレージ５５０との間でデータを転送するＤ
ＭＡＣ(Direct Memory Access Controller)を設けるのが望ましい（図示なし）。さらに
、入出力インタフェース５６０は、ＣＰＵ５１０とは独立したＣＰＵを有して、ＲＡＭ５
４０の領域に入出力データを書き込みあるいは読み出しするのが望ましい。したがって、
ＣＰＵ５１０は、ＲＡＭ５４０にデータが受信あるいは転送されたことを認識してデータ
を処理する。また、ＣＰＵ５１０は、処理結果をＲＡＭ５４０に準備し、後の送信あるい
は転送はネットワークインタフェース５３０やＤＭＡＣ、あるいは入出力インタフェース
５６０に任せる。
【００３８】
　ＲＡＭ５４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するランダムアク
セスメモリである。ＲＡＭ５４０には、本実施形態の実現に必要なデータを記憶する領域
が確保されている。画像情報５４１は、例えば、店舗２１０内で作業中または移動中のロ
ボットにより撮像された画像であり、そのロボットから取得した画像に関する情報である
。ロボット情報５４２は、ロボットの状態や性能、機能、位置などに関する情報である。
発生問題５４３は、店舗２１０内で発生した問題である。選択ロボット５４４は、発生し
た問題を解決するために選択されたロボットである。指示内容５４５は、選択されたロボ
ットに対して指示する作業内容である。これらのデータは、例えば、ロボット性能テーブ
ル４０１および問題解決テーブル４０２から展開される。
【００３９】
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　入出力データ５４６は、入出力インタフェース５６０を介して入出力されるデータであ
る。送受信データ５４７は、ネットワークインタフェース５３０を介して送受信されるデ
ータである。また、ＲＡＭ５４０は、各種アプリケーションモジュールを実行するための
アプリケーション実行領域５４８を有する。
【００４０】
　ストレージ５５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実現
に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ５５０は、ロボッ
ト性能テーブル４０１および問題解決テーブル４０２を格納する。ロボット性能テーブル
４０１は、図４Ａに示した、ロボットＩＤ４１１と性能４１４などとの関係を管理するテ
ーブルである。問題解決テーブル４０２は、図４Ｂに示した、発生した問題４２１と選択
ロボット４２２などとの関係を管理するテーブルである。ストレージ５５０は、さらに、
取得モジュール５５１、分析モジュール５５２、決定モジュール５５３および指示モジュ
ール５５４を格納する。決定モジュール５５３は、さらに、判定モジュール５５３１を格
納する。
【００４１】
　取得モジュール５５１は、ロボットから画像情報を取得するモジュールである。分析モ
ジュール５５２は、画像情報を解析し、店舗２１０内で発生した問題を検知するモジュー
ルである。決定モジュール５５３は、判定モジュール５５３１の判定結果に基づいて、検
知した問題を解決するロボットを選択するモジュールである。判定モジュール５５３１は
、画像情報を情報処理装置２００に送信したロボットにより検知した問題を解決できるか
否かを判定するモジュールである。指示モジュール５５４は、検知した問題を解決するロ
ボットに対して問題を解決するための作業内容を指示するモジュールである。これらのモ
ジュール５５１～５５４およびモジュール５５３１は、ＣＰＵ５１０によりＲＡＭ５４０
のアプリケーション実行領域５４８に読み出され、実行される。制御プログラム５５５は
、情報処理装置２００の全体を制御するためのプログラムである。
【００４２】
　入出力インタフェース５６０は、入出力機器との入出力データをインタフェースする。
入出力インタフェース５６０には、表示部５６１、操作部５６２、が接続される。また、
入出力インタフェース５６０には、さらに、記憶媒体５６４が接続されてもよい。さらに
、音声出力部であるスピーカ５６３や、音声入力部であるマイク、あるいは、ＧＰＳ位置
判定部が接続されてもよい。なお、図５に示したＲＡＭ５４０やストレージ５５０には、
情報処理装置２００が有する汎用の機能や他の実現可能な機能に関するプログラムやデー
タは図示されていない。
【００４３】
　図６は、本実施形態に係る情報処理装置２００の処理手順を説明するフローチャートで
ある。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ５４０を使用して実行し、図３の情
報処理装置２００の機能構成部を実現する。
【００４４】
　ステップＳ６０１において、情報処理装置２００は、画像情報を取得する。ステップＳ
６０３において、情報処理装置２００は、取得した画像情報を分析する。ステップＳ６０
５において、情報処理装置２００は、床が汚れているか否か、ゴミが落ちているか否かを
判定する。これらの問題が発生していなければ、情報処理装置２００は、ステップＳ６０
１へ戻る。これらの問題が発生していれば、情報処理装置２００は、ステップＳ６０７へ
進む。
【００４５】
　ステップＳ６０７において、情報処理装置２００は、発生したこれらの問題が画像情報
を送信したロボットで解決できるか否かを判断する。解決できると判断した場合、情報処
理装置２００は、ステップＳ６０１へ戻る。解決できないと判断した場合、情報処理装置
２００は、ステップＳ６０９へと進む。
【００４６】
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　ステップＳ６０９において、情報処理装置２００は、発生したこれらの問題を解決でき
るロボット（連携ロボット）を選択し、さらに、選択したロボットに実行させる作業内容
を決定する。ステップＳ６１１において、情報処理装置２００は、選択したロボットに対
して、床を拭く、ゴミを拾うなどの作業内容を指示する。
【００４７】
　本実施形態によれば、店舗の床が汚れたり、床にゴミが落ちていたりしてもロボットを
用いて自動的に処理することができる。また、ロボットの外部に発生した問題に複数のロ
ボットが連携して対処することができる。さらに、オペレータを介在させることなく、店
舗で発生した問題をロボットにより自動的に解決することができる。また、オペレータを
介在させる必要がないので、システムの運用コストも低減させることができる。
【００４８】
　［第３実施形態］
　次に本発明の第３実施形態に係る情報処理装置について、図７乃至図１１を用いて説明
する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態と比べると、行列分析部をさ
らに有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実施形態と同様であるため、同
じ構成および動作については同じ符号を付してその詳しい説明を省略する。
【００４９】
　図７は、本実施形態に係る情報処理装置７００による処理の一例を示す図である。情報
処理装置７００は、店舗２１０内で作業中の搬送ロボット２０１から取得した画像情報を
解析して、レジ７１３の前にレジ待ち顧客７１４の行列ができているのを検出する。そし
て、行列に並んでいる顧客７１４の人数が所定の閾値を超えた場合に、情報処理装置７０
０は、レジ待ちを解消するために以下の処理を実行する。なお、レジ待ちの判断は、レジ
７１３に並んでいる顧客７１４の人数の他に、買い物カゴの数などで判断してもよい。
【００５０】
　まず、レジ待ち顧客７１４の行列を検出した情報処理装置７００は、搬送ロボット２０
１では、レジ待ち顧客７１４の行列を解消することができないと判定する。情報処理装置
７００は、レジ待ち顧客７１４の行列を解消するために、精算機能を有する精算ロボット
７０４を選択する。精算機能を有する精算ロボット７０４は、例えば、カード精算専用の
ロボットであるが、カード精算および現金精算対応のロボットであってもよい。なお、情
報処理装置７００は、精算ロボット７０４で精算をした顧客７１４に対して、精算完了を
証明するレシートなどを精算ロボット７０４により発行してもよい。これにより、精算ロ
ボット７０４により精算を行ったため、レジ７１３を通過していない顧客７１４であって
も、精算終了後に店舗２１０の外に出ることができる。
【００５１】
　情報処理装置７００は、選択した精算ロボット２０４に対して、作業内容を指示する。
情報処理装置７００が指示する作業内容としては、例えば、レジ７１３の前まで行って、
レジ７１３内またはレジ７１３の横で精算作業を実行するという作業内容である。あるい
は、指示する作業内容は、店舗２１０内のその他の場所で精算作業を実行するという作業
内容であってもよい。そして、例えば、バックヤード２１１で待機していた精算ロボット
２０４が、店舗２１０内に出動し、精算作業を実行する。なお、情報処理装置７００は、
レジ待ち顧客７１４の人数に応じて出動させる精算ロボット２０４の台数を決定してもよ
い。
【００５２】
　図８は、本実施形態に係る情報処理装置７００の構成を示すブロック図である。情報処
理装置７００は、行列分析部８２１をさらに有する。行列分析部８２１は、例えば、レジ
７１３の前に並んでいる顧客７１４の数が所定閾値を超えたら行列ができていると判断す
る。また、例えば、並んでいる顧客７１４の数が所定閾値を超えていない場合であっても
、顧客７１４の持っている買い物カゴの数が所定閾値を超えていれば、レジ７１３で精算
処理に時間がかかるので、行列ができていると判断する。
【００５３】
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　図９は、本実施形態に係る情報処理装置７００の備える問題解決テーブル９０１の一例
を示す図である。問題解決テーブル９０１は、問題９１１に関連付けて選択ロボット９１
２、指示作業９１３およびサーバ処理９１４を記憶する。情報処理装置７００は、例えば
、問題解決テーブル９０１を参照して、例えば、レジ７１３での精算待ちの解決にあたる
。
【００５４】
　図１０は、本実施形態に係る情報処理装置７００のハードウェア構成を示すブロック図
である。ＲＡＭ１０４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラン
ダムアクセスメモリである。ＲＡＭ１０４０には、本実施形態の実現に必要なデータを記
憶する領域が確保されている。発生問題（精算待ち）１０４１は、店舗２１０内で発生し
た問題である。このデータは、例えば、問題解決テーブル９０１から展開される。
【００５５】
　ストレージ１０５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ１０５０は、問
題解決テーブル９０１をさらに格納する。問題解決テーブル９０１は、図９に示した、発
生した問題（精算待ち）９１１と選択ロボット９１２などとの関係を管理するテーブルで
ある。ストレージ１０５０は、さらに、行列分析モジュール１０５２１を格納する。行列
分析モジュール１０５２１は、レジ７１３の前に顧客７１４の行列ができているか否かを
分析するモジュールである。このモジュール１０５２１は、ＣＰＵ５１０によりＲＡＭ１
０４０のアプリケーション実行領域５４８に読み出され、実行される。なお、図１０に示
したＲＡＭ１０４０やストレージ１０５０には、情報処理装置７００が有する汎用の機能
や他の実現可能な機能に関するプログラムやデータは図示されていない。
【００５６】
　図１１は、本実施形態に係る情報処理装置７００の処理手順を説明するフローチャート
である。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ１０４０を使用して実行し、図８
の情報処理装置７００の機能構成部を実現する。ステップＳ１１０１において、情報処理
装置７００は、レジ７１３の前に顧客７１４に行列ができているか否かを判断する。行列
の判断は、例えば、レジ待ちの人数や買い物カゴの数などを所定閾値と比較することで行
う。行列ができていない場合、情報処理装置７００は、ステップＳ６０１へ戻る。行列が
できている場合、情報処理装置７００は、次のステップへ進む。
【００５７】
　本実施形態によれば、レジの前に顧客の行列ができている場合に、ロボットを用いてレ
ジ待ちの行列を自動的に解消することができる。また、ロボットの外部に発生した問題に
複数のロボットが連携して対処することができる。さらに、オペレータを介在させること
なく、店舗で発生した問題をロボットにより自動的に解決することができる。また、オペ
レータを介在させる必要がないので、システムの運用コストも低減させることができる。
【００５８】
　［第４実施形態］
　次に本発明の第４実施形態に係る情報処理装置について、図１２乃至図１６を用いて説
明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態および第３実施形態と比べ
ると、行列分析部をさらに有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実施形態
および第３実施形態と同様であるため、同じ構成および動作については同じ符号を付して
その詳しい説明を省略する。
【００５９】
　図１２は、本実施形態に係る情報処理装置１２００による処理の一例を示す図である。
情報処理装置１２００は、店舗２１０内を移動中の精算ロボット７０４から取得した画像
情報を解析して、商品棚の陳列状況から欠品商品があることを検出する。欠品商品の検出
は、例えば、過去の画像情報と現在の画像情報とを比較することにより行う。つまり、過
去の陳列状況と現在の陳列状況とを比較することにより、欠品商品の検出を行う。さらに
、欠品商品が検出された場合、情報処理装置１２００は、どの商品が欠品したかを分析し
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、欠品商品がバックヤード２１１にあるか否かなどを判断する。なお、情報処理装置１２
００は、例えば、バックヤード２１１に欠品商品の在庫がない場合、その商品の発注処理
を行ってもよい。
【００６０】
　商品の欠品を検出した情報処理装置１２００は、精算ロボット７０４では、欠品商品を
補充することができないと判定する。情報処理装置１２００は、欠品商品を補充するため
に、商品を補充する補充機能を有する商品補充ロボット１２０６を選択する。なお、選択
する商品補充ロボット１２０６は、複数台であってもよい。
【００６１】
　情報処理装置１２００は、選択した商品補充ロボット１２０６に対して、作業内容を指
示する。情報処理装置１２００が指示する作業内容としては、例えば、欠品商品をバック
ヤード２１１から取り出し、取り出した欠品商品を商品棚に補充するという作業内容であ
る。そして、バックヤード２１１で待機していた商品補充ロボット１２０６が、補充すべ
き商品をバックヤード２１１から運び出して、欠品商品の補充作業を実行する。
【００６２】
　なお、顧客が商品棚から商品を取り出して、買い物カゴまたはカートロボットの買い物
カゴに入れたような場合であっても、情報処理装置１２００は、上述の処理と同様の処理
を行う。
【００６３】
　図１３は、本実施形態に係る情報処理装置１２００の構成を示すブロック図である。情
報処理装置１２００は、欠品分析部１３２１をさらに有する。欠品分析部１３２１は、取
得した画像情報から、欠品商品があるか否かを分析する。さらに、欠品分析部１３２１は
、欠品した商品がどの商品であるか、バックヤード２１１に欠品商品の在庫があるか否か
を分析する。
【００６４】
　図１４は、本実施形態に係る情報処理装置１２００の備える問題解決テーブル１４０１
の一例を示す図である。問題解決テーブル１４０１は、問題１４１１に関連付けて選択ロ
ボット１４１２、指示作業１４１３およびサーバ処理１４１４を記憶する。情報処理装置
１２００は、例えば、問題解決テーブル９０１を参照して、例えば、欠品商品の補充作業
を商品補充ロボット１２０６に実行させる。
【００６５】
　図１５は、本実施形態に係る情報処理装置１２００のハードウェア構成を示すブロック
図である。ＲＡＭ１５４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラ
ンダムアクセスメモリである。ＲＡＭ１５４０には、本実施形態の実現に必要なデータを
記憶する領域が確保されている。発生問題（欠品）１５４１は、店舗２１０内で発生した
問題である。このデータは、例えば、問題解決テーブル１４０１から展開される。
【００６６】
　ストレージ１５５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ１５５０は、問
題解決テーブル１４０１をさらに格納する。問題解決テーブル１４０１は、図１４に示し
た、発生した問題（欠品）１４１１と選択ロボット１４１２などとの関係を管理するテー
ブルである。ストレージ１５５０は、さらに、欠品分析モジュール１５５２１を格納する
。欠品分析モジュール１５５２１は、欠品した商品がどの商品であるか、バックヤード２
１１に欠品商品の在庫があるか否かを分析するモジュールである。このモジュール１５５
２１は、ＣＰＵ５１０によりＲＡＭ１５４０のアプリケーション実行領域５４８に読み出
され、実行される。なお、図１５に示したＲＡＭ１５４０やストレージ１５５０には、情
報処理装置１２００が有する汎用の機能や他の実現可能な機能に関するプログラムやデー
タは図示されていない。
【００６７】
　図１６は、本実施形態に係る情報処理装置１２００の処理手順を説明するフローチャー



(15) JP WO2019/171917 A1 2019.9.12

10

20

30

40

50

トである。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ１５４０を使用して実行し、図
１３の情報処理装置１２００の機能構成部を実現する。ステップＳ１６０１において、情
報処理装置１２００は、取得した画像情報から、欠品商品があるか否かを分析する。欠品
商品がるか否かの分析は、例えば、過去の画像情報（過去の陳列状況）と現在の画像情報
（陳列状況）とを比較することにより行う。欠品商品がない場合、情報処理装置１２００
は、ステップＳ６０１へ戻る。欠品商品がある場合、情報処理装置１２００は、例えば、
欠品商品の在庫があるか否かなどを分析する。
【００６８】
　本実施形態によれば、商品が欠品している場合に、欠品商品を自動的に補充することが
できる。また、ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連携して対処すること
ができる。さらに、オペレータを介在させることなく、店舗で発生した問題をロボットに
より自動的に解決することができる。また、オペレータを介在させる必要がないので、シ
ステムの運用コストも低減させることができる。
【００６９】
　［第５実施形態］
　次に本発明の第５実施形態に係る情報処理装置について、図１７乃至図２１を用いて説
明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態乃至第４実施形態と比べる
と、顧客分析部をさらに有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実施形態乃
至第４実施形態と同様であるため、同じ構成および動作については同じ符号を付してその
詳しい説明を省略する。
【００７０】
　図１７は、本実施形態に係る情報処理装置１７００による処理の一例を示す図である。
情報処理装置１７００は、店舗２１０内を移動中の搬送ロボット２０１から取得した画像
情報を解析して、接客が必要な顧客１７１６を検出する。顧客１７１６を検出した情報処
理装置１７００は、顧客１７１６の年齢、性別、言語などを分析する。
【００７１】
　また、接客が必要な顧客１７１６を検出した情報処理装置１７００は、搬送ロボット２
０１では顧客１７１６の接客ができないと判定する。情報処理装置１７００は、顧客１７
１６の接客をするために、顧客を案内する顧客案内機能を有するロボットである顧客案内
ロボット１７０５を選択する。情報処理装置１７００は、顧客１７１６の年齢、性別、言
語などに基づいて、顧客案内ロボット１７０５を選択する。なお、選択する顧客案内ロボ
ット１７０５は、複数台であってもよい。
【００７２】
　情報処理装置１７００は、選択した顧客案内ロボット１７０５に対して、作業内容を指
示する。情報処理装置１７００が指示する作業内容としては、例えば、顧客２１６の所へ
向かい、顧客１７１６の要望を聞くとなどいう作業内容である。そして、バックヤード２
１１で待機していた顧客案内ロボット２０５がバックヤード２１１から出動して、顧客２
１６のいる所まで行き、顧客２１６の要望などを聞いたり、案内をしたりする。また、顧
客２１６の介助が必要であれば、介助担当の従業員を呼んだり、休憩室などへ案内したり
してもよい。
【００７３】
　図１８は、本実施形態に係る情報処理装置１７００の構成を示すブロック図である。情
報処理装置１７００は、顧客分析部１８２１をさらに有する。顧客分析部１８２１は、取
得した画像情報から、顧客１７１６の年齢や性別、言語などを分析する。なお、顧客分析
部１８２１は、顧客１７１６の言語を分析する際に、顧客１７１６の音声情報を取得し、
取得した音声情報に基づいて、言語を分析してもよい。
【００７４】
　図１９は、本実施形態に係る情報処理装置１７００の備える問題解決テーブル１９０１
の一例を示す図である。問題解決テーブル１９０１は、問題１９１１に関連付けて選択ロ
ボット１９１２、指示作業１９１３およびサーバ処理１９１４を記憶する。情報処理装置
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１７００は、例えば、問題解決テーブル１９０１を参照して、例えば、顧客の案内作業を
顧客案内ロボット１７０５に実行させる。
【００７５】
　図２０は、本実施形態に係る情報処理装置１７００のハードウェア構成を示すブロック
図である。ＲＡＭ２０４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラ
ンダムアクセスメモリである。ＲＡＭ２０４０には、本実施形態の実現に必要なデータを
記憶する領域が確保されている。発生問題（案内）２０４１は、店舗２１０内で発生した
問題である。このデータは、例えば、問題解決テーブル１９０１から展開される。
【００７６】
　ストレージ２０５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ２０５０は、問
題解決テーブル１９０１をさらに格納する。問題解決テーブル１９０１は、図１９に示し
た、発生した問題（案内）１９１１と選択ロボット１９１２などとの関係を管理するテー
ブルである。ストレージ２０５０は、さらに、顧客分析モジュール２０５２１を格納する
。顧客分析モジュール２０５２１は、顧客１７１６の年齢や性別、言語などを分析するモ
ジュールである。このモジュール２０５２１は、ＣＰＵ５１０によりＲＡＭ２０４０のア
プリケーション実行領域５４８に読み出され、実行される。なお、図２０に示したＲＡＭ
２０４０やストレージ２０５０には、情報処理装置１７００が有する汎用の機能や他の実
現可能な機能に関するプログラムやデータは図示されていない。
【００７７】
　図２１は、本実施形態に係る情報処理装置１７００の処理手順を説明するフローチャー
トである。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ２０４０を使用して実行し、図
１８の情報処理装置１７００の機能構成部を実現する。ステップＳ２１０１において、情
報処理装置１７００は、取得した画像情報から、案内が必要な顧客１７１６がいるか否か
を判断する。案内が必要な顧客１７１６がいない場合、情報処理装置１７００は、ステッ
プＳ６０１へ戻る。案内が必要な顧客１７１６がいる場合、情報処理装置１７００は、次
のステップへ進む。ステップＳ２１０３において、情報処理装置１７００は、顧客１７１
６の年齢や性別、言語などの属性を分析する。
【００７８】
　本実施形態によれば、案内が必要な顧客がいる場合に、案内が必要な顧客の案内を自動
的に実行することができる。また、ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連
携して対処することができる。さらに、オペレータを介在させることなく、店舗で発生し
た問題をロボットにより自動的に解決することができる。また、オペレータを介在させる
必要がないので、システムの運用コストも低減させることができる。
【００７９】
　［第６実施形態］
　次に本発明の第６実施形態に係る情報処理装置について、図２２乃至図２６を用いて説
明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態乃至第５実施形態と比べる
と、陳列状況分析部をさらに有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実施形
態乃至第５実施形態と同様であるため、同じ構成および動作については同じ符号を付して
その詳しい説明を省略する。
【００８０】
　図２２は、本実施形態に係る情報処理装置２２００による処理の一例を示す図である。
情報処理装置２２００は、店舗２１０内を移動中の精算ロボット２０４から取得した画像
情報を解析して、商品棚の陳列状況から商品が倒れていることを検出する。商品が倒れて
いることを検出した情報処理装置２２００は、精算ロボット２０４では倒れた商品を元に
戻すことができないと判定する。情報処理装置２２００は、倒れている商品を元に戻すた
めに、商品の陳列状況を整頓する整頓機能を有する整頓ロボット２２０８を選択する。な
お、整頓を要する商品が複数ある場合などには、選択する整頓ロボット２２０８は、複数
台であってもよい。また、情報処理装置２２００は、異なる商品が商品棚に置かれている
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場合には、その商品を正しい位置に並べ直すように整頓ロボット２２０８に指示する。さ
らに、情報処理装置２２００は、倒れた商品が壊れていた場合には、新しい商品を補充す
るように補充ロボットなどに作業を指示してもよい。
【００８１】
　情報処理装置２２００は、選択した整頓ロボット２２０８に対して、作業内容を指示す
る。情報処理装置２２００が指示する作業内容としては、例えば、商品が倒れている商品
棚の前まで行き、倒れた商品を元に戻すという作業内容である。そして、バックヤード２
１１で待機していた整頓ロボット２２０８が、商品が倒れている商品棚の所へ行き、倒れ
ている商品を元に戻して、陳列状況を整える作業を実行する。
【００８２】
　図２３は、本実施形態に係る情報処理装置２２００の構成を示すブロック図である。情
報処理装置２２００は、陳列状況分析部２３２１をさらに有する。陳列状況分析部２３２
１は、取得した画像情報から、商品の陳列棚の陳列状況を分析する。陳列状況分析部２３
２１は、例えば、陳列されている商品が倒れていたり、他の陳列棚の商品が紛れ込んでい
たり、倒れた商品が壊れていたりなどを分析する。陳列状況の分析は、例えば、過去の画
像情報（陳列状況）と現在の画像情報（陳列状況）とを比較することにより行う。
【００８３】
　そして、指示部３０４は、異なる商品が商品棚に置かれている場合には、その商品を正
しい位置に並べ直すように整頓ロボット２２０８に指示する。さらに、指示部３０４は、
倒れた商品が壊れていた場合には、新しい商品を補充するように補充ロボットなどに作業
を指示してもよい。
【００８４】
　図２４は、本実施形態に係る情報処理装置２２００の備える問題解決テーブル２４０１
の一例を示す図である。問題解決テーブル２４０１は、問題２４１１に関連付けて選択ロ
ボット２４１２、指示作業２４１３およびサーバ処理２４１４を記憶する。情報処理装置
２２００は、例えば、問題解決テーブル２４０１を参照して、整頓作業を整頓ロボット２
２０８に実行させる。
【００８５】
　図２５は、本実施形態に係る情報処理装置２２００のハードウェア構成を示すブロック
図である。ＲＡＭ２５４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラ
ンダムアクセスメモリである。ＲＡＭ２５４０には、本実施形態の実現に必要なデータを
記憶する領域が確保されている。発生問題（乱れ）２５４１は、店舗２１０内で発生した
問題である。このデータは、例えば、問題解決テーブル２４０１から展開される。
【００８６】
　ストレージ２５５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ２５５０は、問
題解決テーブル２４０１をさらに格納する。問題解決テーブル２４０１は、図２４に示し
た、発生した問題（陳列乱れ）２４１１と選択ロボット２４１２などとの関係を管理する
テーブルである。ストレージ２５５０は、さらに、陳列状況分析モジュール２５５２１を
格納する。陳列状況分析モジュール２５５２１は、陳列棚の商品の陳列状況を分析するモ
ジュールである。このモジュール２５５２１は、ＣＰＵ５１０によりＲＡＭ２５４０のア
プリケーション実行領域５４８に読み出され、実行される。なお、図２５に示したＲＡＭ
２５４０やストレージ２５５０には、情報処理装置２２００が有する汎用の機能や他の実
現可能な機能に関するプログラムやデータは図示されていない。
【００８７】
　図２６は、本実施形態に係る情報処理装置２２００の処理手順を説明するフローチャー
トである。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ２５４０を使用して実行し、図
２３の情報処理装置２２００の機能構成部を実現する。ステップＳ２６０１において、情
報処理装置２２００は、取得した画像情報から、商品の陳列棚の陳列状況に乱れがあるか
否かを判断する。乱れがない場合、情報処理装置２２００は、ステップＳ６０１へ戻る。
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乱れがある場合、情報処理装置２２００は、次のステップへ進む。ステップＳ２６０３に
おいて、情報処理装置２２００は、乱れの状況を分析する。情報処理装置２２００は、例
えば、陳列商品が倒れていることや、異なる商品が陳列されていること、倒れた商品が壊
れていることなどを分析する。
【００８８】
　本実施形態によれば、案内が必要な顧客がいる場合に、案内が必要な顧客の案内を自動
的に実行することができる。また、ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連
携して対処することができる。さらに、オペレータを介在させることなく、店舗で発生し
た問題をロボットにより自動的に解決することができる。また、オペレータを介在させる
必要がないので、システムの運用コストも低減させることができる。
【００８９】
　［第７実施形態］
　次に本発明の第７実施形態に係る情報処理装置について、図２７乃至図３１を用いて説
明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態乃至第６実施形態と比べる
と、顧客動向分析部をさらに有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実施形
態乃至第６実施形態と同様であるため、同じ構成および動作については同じ符号を付して
その詳しい説明を省略する。
【００９０】
　図２７は、本実施形態に係る情報処理装置２７００による処理の一例を示す図である。
情報処理装置２７００は、店舗２１０内を移動中の精算ロボット７０４から取得した画像
情報を解析して、運搬ロボット２７０７（カートロボット）の買い物カゴによる運搬状況
を検出して、買い物カゴが満杯になりそうなことを検出する。この場合、情報処理装置２
７００は、顧客がさらに買い物を続けようとしているのか、買い物を止めてレジにて商品
の精算をしようとしているのかなどの顧客の動向を分析する。分析の結果、顧客が買い物
を続けようとしている場合には、情報処理装置２７００は、以下の処理を実行する。また
、分析の結果、顧客が買い物を止めようとしている場合には、情報処理装置２７００は、
処理を中断してもよい。
【００９１】
　情報処理装置２７００は、例えば、運搬ロボット２７０７の買い物カゴの中身の商品数
や商品重量などの運搬量が所定の閾値を超えた場合、買い物カゴが満杯になりそうと判断
する。買い物カゴが満杯になりそうなことを検出した情報処理装置２７００は、精算ロボ
ット７０４では、購入予定の商品を運搬することができないと判定する。情報処理装置２
７００は、購入予定の商品を運搬するために、商品の運搬機能を有する運搬ロボット２０
７を選択する。なお、選択する運搬ロボット２０７は、複数台であってもよい。
【００９２】
　情報処理装置２７００は、選択した運搬ロボット２７０７に対して、作業内容を指示す
る。情報処理装置２７００が指示する作業内容としては、例えば、買い物カゴが満杯にな
りそうな顧客のいる場所へ空の買い物カゴを持っていくという作業内容である。そして、
バックヤード２１１で待機していた運搬ロボット２７０７が出動し、店舗２１０内の顧客
のいる所へと向かい、店舗２１０内で買い物中の顧客が購入予定の商品を運搬する作業を
実行する。
【００９３】
　図２８は、本実施形態に係る情報処理装置２７００の構成を示すブロック図である。情
報処理装置２７００は、顧客動向分析部２８２１をさらに有する。顧客動向分析部２８２
１は、取得した画像情報から、顧客の動向を分析する。つまり、顧客動向分析部２８２１
は、顧客が買い物を継続しようとしているのか、買い物を中断して商品の精算をしようと
しているのかを分析する。顧客動向分析部２８２１は、例えば、顧客がレジから遠ざかろ
うとしている場合には、顧客が買い物を継続しようとしていると分析し、顧客がレジのあ
る方向に移動をしている場合には、顧客が商品の精算をしようとしていると分析する。さ
らに、顧客動向分析部２８２１は、顧客のいる位置を合わせて分析する。
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【００９４】
　図２９は、本実施形態に係る情報処理装置２７００の備える問題解決テーブル２９０１
の一例を示す図である。問題解決テーブル２９０１は、問題２９１１に関連付けて選択ロ
ボット２９１２、指示作業２９１３およびサーバ処理２９１４を記憶する。情報処理装置
２７００は、例えば、問題解決テーブル２９０１を参照して、運搬作業を運搬ロボットに
実行させる。
【００９５】
　図３０は、本実施形態に係る情報処理装置２７００のハードウェア構成を示すブロック
図である。ＲＡＭ３０４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラ
ンダムアクセスメモリである。ＲＡＭ３０４０には、本実施形態の実現に必要なデータを
記憶する領域が確保されている。発生問題（カゴ満杯）３０４１は、店舗２１０内で発生
した問題である。このデータは、例えば、問題解決テーブル２９０１から展開される。
【００９６】
　ストレージ３０５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ３０５０は、問
題解決テーブル２９０１をさらに格納する。問題解決テーブル２９０１は、図２９に示し
た、発生した問題（買い物カゴ満杯）２９１１と選択ロボット２９１２などとの関係を管
理するテーブルである。ストレージ３０５０は、さらに、顧客動向分析モジュール３０５
２１を格納する。顧客動向分析モジュール３０５２１は、顧客が買い物を継続しようとし
ているのか、買い物を止めて商品の精算をしようとしているのかを分析するモジュールで
ある。このモジュール３０５２１は、ＣＰＵ５１０によりＲＡＭ３０４０のアプリケーシ
ョン実行領域５４８に読み出され、実行される。なお、図３０に示したＲＡＭ３０４０や
ストレージ３０５０には、情報処理装置２７００が有する汎用の機能や他の実現可能な機
能に関するプログラムやデータは図示されていない。
【００９７】
　図３１は、本実施形態に係る情報処理装置２７００の処理手順を説明するフローチャー
トである。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ３０４０を使用して実行し、図
２８の情報処理装置２７００の機能構成部を実現する。ステップＳ３１０１において、情
報処理装置２７００は、取得した画像情報から、顧客の買い物カゴが満杯か（または満杯
になりそうか）否かを判断する。満杯でなければ、情報処理装置２７００は、ステップＳ
６０１へ戻る。満杯か、または満杯になりそうな場合、情報処理装置２７００は、次のス
テップへ進む。ステップＳ３１０３において、情報処理装置２７００は、顧客の動向を分
析する。つまり、情報処理装置２７００は、顧客が買い物を継続しようとしているのか、
買い物を止めて商品の精算をしようとしているのかの顧客の動向を分析する。情報処理装
置２７００は、例えば、顧客がレジから離れる方向へ移動している場合には、顧客が買い
物を継続しようとしていると分析する。また、情報処理装置２７００は、顧客がレジへ近
づく方向へ移動している場合には、顧客が買い物を止めて商品の精算をしようとしている
と分析する。さらに、情報処理装置２７００は、顧客の居場所を合わせて分析してもよい
。
【００９８】
　本実施形態によれば、買い物カゴが満杯、または満杯になりそうな顧客に対して、運搬
ロボットを派遣して、空の買い物カゴを提供することができる。案内が必要な顧客がいる
場合に、案内が必要な顧客の案内を自動的に実行することができる。また、ロボットの外
部に発生した問題に複数のロボットが連携して対処することができる。さらに、オペレー
タを介在させることなく、店舗で発生した問題をロボットにより自動的に解決することが
できる。また、オペレータを介在させる必要がないので、システムの運用コストも低減さ
せることができる。
【００９９】
　［第８実施形態］
　次に本発明の第８実施形態に係る情報処理装置について、図３２乃至図３６を用いて説
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明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態乃至第７実施形態と比べる
と、迷子分析部をさらに有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実施形態乃
至第７実施形態と同様であるため、同じ構成および動作については同じ符号を付してその
詳しい説明を省略する。
【０１００】
　図３２は、本実施形態に係る情報処理装置３２００による処理の一例を示す図である。
情報処理装置３２００は、店舗２１０内を移動中の搬送ロボット２０１から取得した画像
情報を解析して、近くに保護者３２１８がいない子供３２１７が一人で店舗２１０内にい
ることを検出する。そして、情報処理装置３２００は、このような状態の子供３２１７に
ついて、迷子である可能性が高いとして検出する。なお、情報処理装置３２００は、子供
３２１７が一人でいる時間や、一人でいる子供３２１７の表情（泣いているなど）なども
合わせて、迷子の判断をするが、迷子の判断方法はこれらには限定されない。
【０１０１】
　迷子を検出した情報処理装置３２００は、搬送ロボット２０１では、迷子を誘導（また
は迷子に対処）することができないと判定する。情報処理装置３２００は、迷子を誘導す
るために、迷子の誘導機能を有する誘導ロボット３２２１を選択する。なお、選択する誘
導ロボット３２２１は、複数台であってもよい。
【０１０２】
　情報処理装置３２００は、選択した誘導ロボット３２２１に対して、作業内容を指示す
る。情報処理装置３２００が指示する作業内容としては、例えば、迷子を店舗２１０内の
迷子保護室等へ誘導したり、迷子に対処するための迷子担当の従業員を呼んだりするとい
う作業内容である。そして、バックヤード２１１で待機していた誘導ロボット３２２１が
出動し、店舗２１０内の迷子の子供３２１７の所へと向かい、迷子を誘導、保護などする
作業を実行する。
【０１０３】
　図３３は、本実施形態に係る情報処理装置３２００の構成を示すブロック図である。情
報処理装置３２００は、迷子分析部３３２１をさらに有する。迷子分析部３３２１は、取
得した画像情報から、迷子であるか否かを分析する。迷子分析部３３２１は、子供３２１
７が一人でいる時間や、子供３２１７の表情などから、子供３２１７が迷子であるか否か
を判断する。迷子分析部３３２１は、さらに、迷子と判断された子供３２１７の年齢や言
語などを合わせて分析する。
【０１０４】
　図３４は、本実施形態に係る情報処理装置３２００の備える問題解決テーブル３４０１
の一例を示す図である。問題解決テーブル３４０１は、問題３４１１に関連付けて選択ロ
ボット３４１２、指示作業３４１３およびサーバ処理３４１４を記憶する。情報処理装置
３２００は、例えば、問題解決テーブル３４０１を参照して、迷子の誘導作業を誘導ロボ
ット３２２１に実行させる。
【０１０５】
　図３５は、本実施形態に係る情報処理装置３２００のハードウェア構成を示すブロック
図である。ＲＡＭ３５４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラ
ンダムアクセスメモリである。ＲＡＭ３５４０には、本実施形態の実現に必要なデータを
記憶する領域が確保されている。発生問題（迷子）３５４１は、店舗２１０内で発生した
問題である。このデータは、例えば、問題解決テーブル３４０１から展開される。
【０１０６】
　ストレージ３５５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ３５５０は、問
題解決テーブル３４０１をさらに格納する。問題解決テーブル３４０１は、図３４に示し
た、発生した問題（迷子）３４１１と選択ロボット３４１２などとの関係を管理するテー
ブルである。ストレージ３５５０は、さらに、迷子分析モジュール３５５２１を格納する
。迷子分析モジュール３５５２１は、子供３２１７が一人でいる時間や、子供３２１７の
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表情などから迷子か否かを分析する。迷子分析モジュール３５５２１は、さらに、迷子の
子供３２１７の年齢や言語などを分析する。このモジュール３５５２１は、ＣＰＵ５１０
によりＲＡＭ３５４０のアプリケーション実行領域５４８に読み出され、実行される。な
お、図３５に示したＲＡＭ３５４０やストレージ３５５０には、情報処理装置３２００が
有する汎用の機能や他の実現可能な機能に関するプログラムやデータは図示されていない
。
【０１０７】
　図３６は、本実施形態に係る情報処理装置３２００の処理手順を説明するフローチャー
トである。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ３５４０を使用して実行し、図
３２の情報処理装置３２００の機能構成部を実現する。ステップＳ３６０１において、情
報処理装置３２００は、迷子か否かを判断する。迷子か否かの判断は、例えば、子供３２
１７が一人でいる時間や子供３２１７の表情（泣いている）などから判断するが、これに
は限定されない。迷子でなければ、情報処理装置３２００は、ステップＳ６０１へ戻る。
迷子であれば、情報処理装置３２００は、次のステップへ進む。ステップＳ３６０３にお
いて、情報処理装置３２００は、迷子の分析を行う。迷子の分析は、例えば、迷子の子供
３２１７の年齢や言語などの分析である。このように、迷子の年齢や言語などを分析して
おけば、迷子に適切に対処することが可能となる。
【０１０８】
　本実施形態によれば、迷子を検出した場合、誘導ロボットを迷子のいる所に派遣するの
で迷子を適切に誘導することができる。また、迷子の年齢や言語などに基づいて、誘導ロ
ボットを迷子のいる所に派遣するので、迷子を適切に誘導することができる。また、ロボ
ットの外部に発生した問題に複数のロボットが連携して対処することができる。さらに、
オペレータを介在させることなく、店舗で発生した問題をロボットにより自動的に解決す
ることができる。また、オペレータを介在させる必要がないので、システムの運用コスト
も低減させることができる。
【０１０９】
　［第９実施形態］
　次に本発明の第９実施形態に係る情報処理装置について、図３７乃至図４１を用いて説
明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態乃至第８実施形態と比べる
と、落し物分析部をさらに有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実施形態
乃至第８実施形態と同様であるため、同じ構成および動作については同じ符号を付してそ
の詳しい説明を省略する。
【０１１０】
　図３７は、本実施形態に係る情報処理装置３７００による処理の一例を示す図である。
情報処理装置３７００は、店舗２１０内を移動中の搬送ロボット２０１から取得した画像
情報を解析して、財布やスマートフォンなどの落し物３７１９を検出する。落し物３７１
９を検出した情報処理装置３７００は、搬送ロボット２０１では、落し物３７１９を回収
することができないと判定する。情報処理装置３７００は、落し物３７１９を回収するた
めに、落し物３７１９の回収機能を有する回収ロボット３７２２を選択する。なお、選択
する回収ロボット３７２２は、落し物３７１９の数などに応じて、複数台であってもよい
。
【０１１１】
　情報処理装置３７００は、選択した回収ロボット２２２に対して、作業内容を指示する
。情報処理装置３７００が指示する作業内容としては、例えば、落し物３７１９が落ちて
いる場所まで行って、落し物３７１９を回収し、拾得物取扱所などへと落し物３７１９を
届けるという作業内容である。そして、バックヤード２１１で待機していた回収ロボット
３７２２が出動し、店舗２１０内の落し物３７１９が落ちている場所へ向かい、落し物３
７１９を回収し、回収した落し物３７１９を適切に処理する作業を実行する。なお、落し
物３７１９が、例えば、店舗２１０で販売している商品であれば、その商品を元の位置に
戻すようにしてもよい。
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【０１１２】
　図３８は、本実施形態に係る情報処理装置３７００の構成を示すブロック図である。情
報処理装置３７００は、落し物分析部３８２１をさらに有する。落し物分析部３８２１は
、取得した画像情報から、落し物３７１９であるか否かを分析する。落し物分析部３８２
１は、過去の画像情報と現在の画像情報との比較から、例えば、床に落ちている物体を検
出する。そして、落し物分析部３８２１は、例えば、床に落ちている物体の形状や大きさ
、色などから落し物３７１９か否かを判断する。落し物分析部３８２１は、落し物が何で
あるかを分析する。落し物は、例えば、財布やスマートフォンなどである。
【０１１３】
　また、落し物分析部３８２１は、床に落ちている物が、店舗２１０で販売している商品
か否かで落し物の分析をしてもよい。すなわち、床に落ちている物が、店舗２１０で販売
している商品であれば、落し物分析部３８２１は、その物を落し物３７１９とは判断しな
い。これとは反対に、店舗２１０で販売していない商品であれば、落し物分析部３８２１
は、床に落ちている物を落し物３７１９と判断する。さらに、落し物分析部３８２１は、
例えば、床に落ちている物の画像を画像検索にかけて、その物体が何であるかを特定した
うえで、その物体が落し物３７１９であるか否かを判断してもよい。
【０１１４】
　図３９は、本実施形態に係る情報処理装置３７００の備える問題解決テーブル３９０１
の一例を示す図である。問題解決テーブル３９０１は、問題３９１１に関連付けて選択ロ
ボット３９１２、指示作業３９１３およびサーバ処理３９１４を記憶する。情報処理装置
３７００は、例えば、問題解決テーブル３９０１を参照して、落し物の回収作業を回収ロ
ボットに実行させる。
【０１１５】
　図４０は、本実施形態に係る情報処理装置３７００のハードウェア構成を示すブロック
図である。ＲＡＭ４０４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラ
ンダムアクセスメモリである。ＲＡＭ４０４０には、本実施形態の実現に必要なデータを
記憶する領域が確保されている。発生問題（落し物）４０４１は、店舗２１０内で発生し
た問題である。このデータは、例えば、問題解決テーブル３９０１から展開される。
【０１１６】
　ストレージ４０５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ４０５０は、問
題解決テーブル３９０１をさらに格納する。問題解決テーブル３９０１は、図３９に示し
た、発生した問題（落し物）３９１１と選択ロボット３９１２などとの関係を管理するテ
ーブルである。ストレージ４０５０は、さらに、落し物分析モジュール４０５２１を有す
る。落し物分析モジュール４０５２１は、床に落ちている物が落し物であるか否かを分析
するモジュールである。このモジュール４０５２１は、ＣＰＵ５１０によりＲＡＭ４０４
０のアプリケーション実行領域５４８に読み出され、実行される。なお、図４０に示した
ＲＡＭ４０４０やストレージ４０５０には、情報処理装置３７００が有する汎用の機能や
他の実現可能な機能に関するプログラムやデータは図示されていない。
【０１１７】
　図４１は、本実施形態に係る情報処理装置３７００の処理手順を説明するフローチャー
トである。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ４０４０を使用して実行し、図
３７の情報処理装置３７００の機能構成部を実現する。ステップＳ４１０１において、情
報処理装置３７００は、床に落ちている物が、落し物であるか否かを判断する。落し物で
あるか否かの判断は、例えば、床に落ちている物の大きさや形状、色などから判断する。
また、情報処理装置３７００は、床に落ちている物が店舗２１０で販売している商品か否
かに基づいて、落し物であるか否かを判断してもよい。落し物でなければ、情報処理装置
３７００は、ステップＳ６０１へ戻る。落し物であれば、情報処理装置３７００は、次の
ステップへ進む。ステップＳ４１０３において、情報処理装置３７００は、例えば、床に
落ちている落し物３７１９を画像検索にかけて、落し物３７１９がどのような物なのかを
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分析してもよい。
【０１１８】
　本実施形態によれば、店舗に落し物があっても回収ロボットにより自動的に落し物を回
収することができる。また、ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連携して
対処することができる。さらに、オペレータを介在させることなく、店舗で発生した問題
をロボットにより自動的に解決することができる。また、オペレータを介在させる必要が
ないので、システムの運用コストも低減させることができる。
【０１１９】
　［第１０実施形態］
　次に本発明の第１０実施形態に係る情報処理装置について、図４２乃至図４６を用いて
説明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態乃至第９実施形態と比べ
ると、要望情報取得部および要望情報分析部をさらに有する点で異なるその他の構成およ
び動作は、第２実施形態乃至第９実施形態と同様であるため、同じ構成および動作につい
ては同じ符号を付してその詳しい説明を省略する。
【０１２０】
　図４２は、本実施形態に係る情報処理装置４２００による処理の一例を示す図である。
例えば、店舗２１０内を移動中の顧客案内ロボット４２０１に対して、顧客４２１０が音
声検索機能を利用して、商品「○○」を検索した場合を想定する。なお、顧客４２１０は
、音声検索機能ではなく、タッチパネルなどを利用して検索ワードを入力してもよい。
【０１２１】
　この場合、顧客４２１０は、検索商品を購入したいとの要望があるものと考えらえるの
で、情報処理装置４２００は、顧客案内ロボット４２０１から、顧客４２１０が入力した
検索情報（要望情報）を取得する。
【０１２２】
　情報処理装置４２００は、取得した検索情報を分析して、顧客４２１０の検索商品（商
品「○○」）を特定する。情報処理装置４２００は、特定した検索商品の在庫の有無など
の在庫状況を判断する。判断の結果、顧客４１０が探している商品「○○」が店舗２１０
内には陳列されていないが、バックヤード２１１には在庫がある場合には、搬送機能有す
る搬送ロボット４２０２に検索商品をバックヤード２１１まで取りに行かせ、顧客４２１
０の所へ届けさせる。
【０１２３】
　情報処理装置４２００は、顧客案内ロボット４２０１の位置情報などに基づいて、顧客
４２１０の位置を検出する。なお、顧客の位置情報は、例えば、顧客案内ロボット４２０
１から取得した画像情報から検出してもよい。
【０１２４】
　そして、情報処理装置４２００は、搬送ロボット４２０２に対してバックヤード２１１
から商品「○○」をピックアップし、顧客４２１０のいる場所まで持っていく作業を実行
するように指示する。指示を受けた搬送ロボット４２０２は、指示内容に従って作業を実
行する。
【０１２５】
　また、顧客４２１０が探している商品が店舗２１０内に陳列されている場合、情報処理
装置４２００は、例えば、顧客案内ロボット４２０１により、顧客４２１０をその商品が
陳列されている場所に連れて行ってもよい。
【０１２６】
　図４３は、本実施形態に係る情報処理装置４２００の構成を示すブロック図である。情
報処理装置４２００は、要望情報取得部４３１１および要望情報分析部４３２１をさらに
有する。要望情報取得部４３１１は、各ロボットから顧客の要望に関する情報である要望
情報を取得する。
【０１２７】
　要望情報分析部４３２１は、取得した要望情報を分析する。要望情報分析部４３２１は
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、例えば、顧客４２１０の商品検索情報から顧客４２１０の購入希望商品を分析する。要
望情報分析部４３２１は、さらに、顧客４２１０が検索した商品が店舗２１０のどこにあ
るかを分析する。顧客４２１０が検索した商品がバックヤード２１１にあれば、指示部３
０４は、その商品をバックヤード２１１から顧客４２１０の所へ届けさせるように搬送ロ
ボット４２０２に指示をする。顧客４２１０が検索した商品が店舗２１０内にあれば、指
示部３０４は、顧客案内ロボット４２０１に顧客４２１０を連れて行くように指示をする
。
【０１２８】
　図４４は、本実施形態に係る情報処理装置４２００の備える問題解決テーブル４４０１
の一例を示す図である。問題解決テーブル４４０１は、問題（要望）４４１１に関連付け
て選択ロボット４４１２、指示作業４４１３およびサーバ処理４４１４を記憶する。情報
処理装置４２００は、例えば、問題解決テーブル４４０１を参照して、顧客の要望する商
品の搬送作業を実行する。
【０１２９】
　図４５は、本実施形態に係る情報処理装置４２００のハードウェア構成を示すブロック
図である。ＲＡＭ４５４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラ
ンダムアクセスメモリである。ＲＡＭ４５４０には、本実施形態の実現に必要なデータを
記憶する領域が確保されている。要望情報４５４１は、各顧客の要望に関する情報である
。このデータは、例えば、問題解決テーブル４４０１から展開される。
【０１３０】
　ストレージ４５５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ４５５０は、問
題解決テーブル４４０１をさらに格納する。問題解決テーブル４４０１は、図４４に示し
た、発生した問題（要望）４４１１と選択ロボット４４１２などとの関係を管理するテー
ブルである。ストレージ４５５０は、さらに、要望情報取得モジュール４５５１１および
要望情報分析モジュール４５５２１を格納する。要望情報取得モジュール４５５１１は、
顧客の要望情報を取得するモジュールである。要望情報分析モジュール４５５２１は、取
得した顧客の要望情報を分析するモジュールである。これらのモジュール４５５１１およ
びモジュール４５５２１は、ＣＰＵ５１０によりＲＡＭ４５４０のアプリケーション実行
領域５４８に読み出され、実行される。なお、図４５に示したＲＡＭ４５４０やストレー
ジ４５５０には、情報処理装置４２００が有する汎用の機能や他の実現可能な機能に関す
るプログラムやデータは図示されていない。
【０１３１】
　図４６は、本実施形態に係る情報処理装置４２００の処理手順を説明するフローチャー
トである。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ４５４０を使用して実行し、図
４３の情報処理装置４２００の機能構成部を実現する。ステップＳ４６０１において、情
報処理装置４２００は、顧客４２１０の要望情報を取得する。ステップＳ４６０３におい
て、情報処理装置４２００は、取得した要望情報を分析して、顧客４２１０が検索した商
品などを特定する。ステップＳ４６０５において、情報処理装置４２００は、顧客４２１
０が検索した商品がバックヤード２１１にあるか否かを判定する。バックヤード２１１に
商品がなければ、情報処理装置４２００は、ステップＳ４６０７へ進み、顧客４２１０を
商品のある場所まで案内する。店舗２１０に商品がなく、バックヤード２１１に商品があ
る場合、情報処理装置４２００は、次のステップに進み、搬送ロボット４２０２に商品を
持ってこさせる。
【０１３２】
　本実施形態によれば、顧客が希望する商品を確実に顧客のもとへ届けることができる。
また、ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連携して対処することができる
。さらに、オペレータを介在させることなく、店舗で発生した問題をロボットにより自動
的に解決することができる。また、オペレータを介在させる必要がないので、システムの
運用コストも低減させることができる。



(25) JP WO2019/171917 A1 2019.9.12

10

20

30

40

50

【０１３３】
　［第１１実施形態］
　次に本発明の第１１実施形態に係る情報処理装置について、図４７乃至図５１を用いて
説明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態乃至第１０実施形態と比
べると、搬送要否分析部をさらに有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実
施形態乃至第１０実施形態と同様であるため、同じ構成および動作については同じ符号を
付してその詳しい説明を省略する。
【０１３４】
　また、図４７は、本実施形態に係る情報処理装置４７００による処理の他の例を示す図
である。例えば、顧客４７１１がレジ２１３で購入商品の精算を済ませ、購入商品を持っ
て店舗２１０から出ていく場面を想定する。この場合、情報処理装置４７００は、レジ２
１３からの顧客４７１１の精算情報を取得し、取得した精算情報から、顧客４７１１が購
入商品の精算を済ませ間もなく店舗２１０から出ていくことを検知する。なお、情報処理
装置４７００は、精算ロボット７０４から顧客の精算情報を取得してもよい。
【０１３５】
　そして、情報処理装置４７００は、レジ２１３の前を離れて、外に出ようとしている顧
客４７１１の所へ、顧客４７１１が購入した商品を搬送する搬送機能を有する搬送ロボッ
ト４７０３を向かわせ、購入商品の搬送要望の有無を取得する。なお、情報処理装置４７
００は、顧客４７１１が購入した商品の商品点数や商品重量、商品の大きさなどに基づい
て、顧客４７１１に購入商品搬送要望があるか否かを判定し、搬送ロボット４７０３を顧
客７１１の所へ向かわせてもよい。例えば、情報処理装置４７００は、購入した商品の商
品点数や商品重量、商品の大きさを所定閾値と比較して、いずれか一つでも所定閾値を超
えれば搬送ロボット４７０３を顧客４７１１の所へ向かわせる。なお、情報処理装置４７
００は、購入商品の数や重量、大きさなどを、レジ２１３にあるＰＯＳ（Point of Sales
）端末などから取得してもよい。
【０１３６】
　情報処理装置４７００は、搬送ロボット４７０３から顧客４７１１の搬送要望を取得し
、取得した搬送要望を解析して、顧客７１１の要望を検知する。情報処理装置４７００は
、顧客４７１１の要望として、顧客４７１１が購入商品を駐車場４７２０まで搬送するこ
とを検知すれば、搬送ロボット４７０３に対して、顧客４７１１が購入した商品を駐車場
４７２０まで搬送する作業を実行するように指示する。なお、搬送ロボット４７０３の表
示部を設け、例えば、表示部に行き先表示ボタンを表示させて、顧客４７１１の要望を取
得してもよい。行き先表示ボタンとしては、例えば、「店舗出口まで」、「駐車場まで」
、「ついてくる」などのボタンがあるが、これらには限定されない。
【０１３７】
　また、顧客４７１１が購入しようとする商品が大きい商品であったり、重量のある商品
であったりする場合には、顧客４７１１は、例えば、商品購入カードをレジ２１３に持っ
ていき、購入手続きを済ませる。情報処理装置４７００は、顧客４７１１の精算完了をレ
ジ２１３からの情報に基づいて検知したら、その商品を搬送ロボット４７０３にバックヤ
ード２１１から顧客４７１１の所まで搬送するよう指示する。そして、情報処理装置４７
００は、顧客４７１１からその商品をどこまで運ぶかの要望を搬送ロボット４７０３から
取得する。情報処理装置４７００は、搬送ロボット４７０３に対して、顧客の商品を搬送
する作業をするように指示する。
【０１３８】
　図４８は、本実施形態に係る情報処理装置４７００の構成を示すブロック図である。情
報処理装置４７００は、搬送要否分析部４７２１をさらに有する。搬送要否分析部４７２
１は、顧客４７１１の購入した商品の量（荷物量）を所定閾値と比較して、顧客４７１１
のもとへ搬送ロボット４７０３を派遣する。荷物量は、例えば、購入した商品の重量、数
、大きさなどである。これらを、所定閾値と比較し、どれか１つが所定閾値を超えれば、
搬送要否分析部４７２１は、搬送ロボット４７０３を顧客４７１１のもとへ派遣する。
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【０１３９】
　図４９は、本実施形態に係る情報処理装置４７００の備える問題解決テーブル４９０１
の一例を示す図である。問題解決テーブル４９０１は、問題（要望）４９１１に関連付け
て選択ロボット４９１２、指示作業４９１３およびサーバ処理４９１４を記憶する。情報
処理装置４７００は、例えば、問題解決テーブル４９０１を参照して、顧客の要望する商
品の搬送作業を実行する。
【０１４０】
　図５０は、本実施形態に係る情報処理装置４７００のハードウェア構成を示すブロック
図である。ＲＡＭ５０４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラ
ンダムアクセスメモリである。ＲＡＭ５０４０には、本実施形態の実現に必要なデータを
記憶する領域が確保されている。要望情報５０４１は、各顧客の要望に関する情報である
。このデータは、例えば、問題解決テーブル４９０１から展開される。
【０１４１】
　ストレージ５０５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ５０５０は、問
題解決テーブル４９０１をさらに格納する。問題解決テーブル４９０１は、図４９に示し
た、発生した問題（要望）４９１１と選択ロボット４９１２などとの関係を管理するテー
ブルである。ストレージ５０５０は、さらに、搬送要否分析モジュール５０５２１を格納
する。搬送要否分析モジュール５０５２１は、顧客４２１１の荷物量などから顧客４２１
１のもとへ搬送ロボット４７０３を派遣する必要があるか否かを分析するモジュールであ
る。このモジュール５０５２１は、ＣＰＵ５１０によりＲＡＭ５０４０のアプリケーショ
ン実行領域５４８に読み出され、実行される。なお、図５０に示したＲＡＭ５０４０やス
トレージ５０５０には、情報処理装置４７００が有する汎用の機能や他の実現可能な機能
に関するプログラムやデータは図示されていない。
【０１４２】
　図５１は、本実施形態に係る情報処理装置４７００の処理手順を説明するフローチャー
トである。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ５０４０を使用して実行し、図
４７の情報処理装置４７００の機能構成部を実現する。ステップＳ５１０１において、情
報処理装置４７００は、顧客４７１１が購入した商品の重量、数、大きさなどを所定閾値
と比較することにより、搬送ロボット４７０３を顧客４７１１のもとへ派遣するか否かを
判断する。派遣する必要がない場合、情報処理装置４７００は、ステップＳ６０１へ戻る
。派遣する必要がある場合、情報処理装置４７００は、次のステップへ進み、顧客４７１
１の要望を分析する。
【０１４３】
　本実施形態によれば、顧客の荷物量に応じて搬送ロボットを派遣するので、荷物の搬送
の要望がある顧客に対して適切に補助をすることができる。また、ロボットの外部に発生
した問題に複数のロボットが連携して対処することができる。さらに、オペレータを介在
させることなく、店舗で発生した問題をロボットにより自動的に解決することができる。
また、オペレータを介在させる必要がないので、システムの運用コストも低減させること
ができる。
【０１４４】
　［第１２実施形態］
　次に本発明の第１２実施形態に係る情報処理装置について、図５２乃至図５６を用いて
説明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態乃至第１１実施形態と比
べると、代替商品分析部をさらに有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実
施形態乃至第１１実施形態と同様であるため、同じ構成および動作については同じ符号を
付してその詳しい説明を省略する。
【０１４５】
　また、図５２は、本実施形態に係る情報処理装置５２００による処理の他の例を示す図
である。図５２に示したように、例えば、試着室で試着をしていた顧客５２１２が、御用
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聞きロボット５２０１に対して、サイズ違いや色違いの商品を持ってきて欲しいとの要望
を伝えている場面を想定する。
【０１４６】
　顧客５２１２が、試着室で試着をしている間、御用聞きロボット５２０１は、試着室の
前で待機している。そして、顧客５２１２が、試着をした結果、試着品が自分の思ってい
たイメージと異なったり、サイズが合わなかったりした場合、試着室の外で待機している
御用聞きロボット５２０１に別の商品を持ってくるように依頼する。顧客５２１２は、御
用聞きロボット５２０１に対して、音声入力により自らの要望を伝える。
【０１４７】
　情報処理装置５２００は、顧客５２１２の要望を御用聞きロボット５２０１から取得し
、その要望を分析する。顧客５２１２の要望は、例えば、サイズ違いや色違い、模様違い
の商品を試着室まで持ってきて欲しいことなどである。
【０１４８】
　そして、情報処理装置５２００は、顧客５２１２の要望に沿う商品がどこにあるかを分
析する。すなわち、情報処理装置５２００は、その商品が店舗２１０内またはバックヤー
ド２１１にあるか否かを分析する。顧客の５２１２の要望する商品が、店舗２１０内にあ
る場合には、搬送ロボット５２０４にその商品を取りに行かせ、試着室（指定場所）まで
届けさせる。また、顧客５２１２の要望する商品が、バックヤード２１１にある場合には
、搬送ロボット５２０４にその商品を取りに行かせ、試着室まで届けさせる。なお、バッ
クヤード２１１に商品がある場合には、バックヤード２１１で待機している搬送ロボット
５２０４にその商品を試着室まで届けさせてもよい。
【０１４９】
　図５３は、本実施形態に係る情報処理装置５２００の構成を示すブロック図である。情
報処理装置５２００は、代替商品分析部５３２１をさらに有する。代替商品分析部５３２
１は、顧客５２１１が試着していた試着品に代替する商品を分析する。代替商品分析部５
３２１は、例えば、顧客５２１２が要望するサイズ違いの商品や、色違いの商品などが店
舗２１０のどこにあるかを分析する。そして、指示部３０４は、顧客５２１２の要望する
商品がどこにあるかに応じた指示を、搬送ロボット５２０４に出す。
【０１５０】
　図５４は、本実施形態に係る情報処理装置５２００の備える問題解決テーブル５４０１
の一例を示す図である。問題解決テーブル５４０１は、問題（要望）５４１１に関連付け
て選択ロボット５４１２、指示作業５４１３およびサーバ処理５４１４を記憶する。情報
処理装置５２００は、例えば、問題解決テーブル５４０１を参照して、顧客の要望する商
品の搬送作業を実行する。
【０１５１】
　図５５は、本実施形態に係る情報処理装置５２００のハードウェア構成を示すブロック
図である。ＲＡＭ５５４０は、ＣＰＵ５１０が一時記憶のワークエリアとして使用するラ
ンダムアクセスメモリである。ＲＡＭ５５４０には、本実施形態の実現に必要なデータを
記憶する領域が確保されている。代替商品５５４１は、顧客５４１１が要望するサイズ違
いの商品や色違いの商品などである。このデータは、例えば、問題解決テーブル５４０１
から展開される。
【０１５２】
　ストレージ５５５０には、データベースや各種のパラメータ、あるいは本実施形態の実
現に必要な以下のデータまたはプログラムが記憶されている。ストレージ５５５０は、問
題解決テーブル５４０１をさらに格納する。問題解決テーブル５４０１は、図５４に示し
た、発生した問題（要望）５４１１と選択ロボット５４１２などとの関係を管理するテー
ブルである。ストレージ５５５０は、さらに、代替商品分析モジュール５５５２１を格納
する。代替商品分析モジュール５５５２１は、顧客５２１１が試着していた試着品に代替
する商品を分析するモジュールである。このモジュール５５５２１は、ＣＰＵ５１０によ
りＲＡＭ５５４０のアプリケーション実行領域５４８に読み出され、実行される。なお、
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図５５に示したＲＡＭ５５４０やストレージ５５５０には、情報処理装置５２００が有す
る汎用の機能や他の実現可能な機能に関するプログラムやデータは図示されていない。
【０１５３】
　図５６は、本実施形態に係る情報処理装置５２００の処理手順を説明するフローチャー
トである。このフローチャートは、ＣＰＵ５１０がＲＡＭ５５４０を使用して実行し、図
５２の情報処理装置５２００の機能構成部を実現する。ステップＳ５６０１において、情
報処理装置５２００は、顧客５２１１が試着していた商品の代替商品が店舗２１０および
バックヤード２１１にあるか否かを判断する。代替商品が店舗２１０またはバックヤード
２１１にない場合、情報処理装置５２００は、ステップＳ５６０３へ進み、その商品の発
注作業などを行い、処理を終了する。代替商品が店舗２１０またはバックヤード２１１に
ある場合、情報処理装置５２００は、次のステップへ進む。そして、情報処理装置５２０
０は、代替商品を顧客５２１１のもとへ届けるように搬送ロボット５２０４に指示する。
【０１５４】
　本実施形態によれば、顧客は従業員がいなくても自由に試着をすることができ、従業員
は一人の顧客についている必要がなく、他の業務を行うことができるので、業務の効率化
を実現できる。また、ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連携して対処す
ることができる。さらに、オペレータを介在させることなく、店舗で発生した問題をロボ
ットにより自動的に解決することができる。また、オペレータを介在させる必要がないの
で、システムの運用コストも低減させることができる。
【０１５５】
　［第１３実施形態］
　次に本発明の第１３実施形態に係る情報処理装置について、図５７乃至図５６を用いて
説明する。本実施形態に係る情報処理装置は、上記第２実施形態乃至第１２実施形態と比
べると、問題解決テーブルを有する点で異なる。その他の構成および動作は、第２実施形
態乃至第１２実施形態と同様であるため、同じ構成および動作については同じ符号を付し
てその詳しい説明を省略する。本実施形態に係る情報処理装置は、例えば、様々な種類の
ロボットを１つの店舗２１０内で運用することができる装置とする。
【０１５６】
　図５７は、本実施形態に係る情報処理装置の備える問題解決テーブルの一例を示す図で
ある。問題解決テーブル５７０１は、問題５７１１に関連付けて選択ロボット５７１２、
指示作業５７１３およびサーバ処理５７１４を記憶する。そして、情報処理装置は、問題
解決テーブル５７０１を参照して、様々な種類のロボットに対して作業を指示する。問題
解決テーブル５７０１は、例えば、情報処理装置が有するストレージに格納され、ＲＡＭ
に適宜読み出される。
【０１５７】
　本実施形態によれば、様々な種類のロボットを運用しなければならない場合であっても
、各ロボットに対して指示を割り振る場合の場合分けがシンプルになるので、システム構
成もシンプルとなる。また、ロボットの外部に発生した問題に複数のロボットが連携して
対処することができる。さらに、オペレータを介在させることなく、店舗で発生した問題
をロボットにより自動的に解決することができる。また、オペレータを介在させる必要が
ないので、システムの運用コストも低減させることができる。
【０１５８】
　［他の実施形態］
　以上、実施形態を参照して本願発明を説明したが、本願発明は上記実施形態に限定され
るものではない。本願発明の構成や詳細には、本願発明のスコープ内で当業者が理解し得
る様々な変更をすることができる。また、それぞれの実施形態に含まれる別々の特徴を如
何様に組み合わせたシステムまたは装置も、本発明の範疇に含まれる。
【０１５９】
　また、本発明は、複数の機器から構成されるシステムに適用されてもよいし、単体の装
置に適用されてもよい。さらに、本発明は、実施形態の機能を実現する情報処理プログラ
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ムが、システムあるいは装置に直接あるいは遠隔から供給される場合にも適用可能である
。したがって、本発明の機能をコンピュータで実現するために、コンピュータにインスト
ールされるプログラム、あるいはそのプログラムを格納した媒体、そのプログラムをダウ
ンロードさせるＷＷＷ(World Wide Web)サーバも、本発明の範疇に含まれる。特に、少な
くとも、上述した実施形態に含まれる処理ステップをコンピュータに実行させるプログラ
ムを格納した非一時的コンピュータ可読媒体（non-transitory computer readable mediu
m）は本発明の範疇に含まれる。
【０１６０】
　［実施形態の他の表現］
　上記の実施形態の一部又は全部は、以下の付記のようにも記載されうるが、以下には限
られない。
（付記１）
　第１ロボットから情報を取得する取得部と、
　取得した情報を分析する分析部と、
　分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業内容を決定する決定部と、
　前記決定部の決定に基づいて、前記第２ロボットに対して、前記作業内容を指示する指
示部と、
　を備えた情報処理装置。
（付記２）
　前記決定部は、店舗で発生した問題を前記第１ロボットにより解決できるか否かを判定
する判定部をさらに有し、
　前記判定部により、前記第１ロボットにより解決できないと判定された場合、検知した
問題を解決する前記第２ロボットを選択する付記１に記載の情報処理装置。
（付記３）
　前記第１ロボットおよび前記第２ロボットは、前記店舗内で作業を実行し、
　前記取得部は、前記第１ロボットから画像情報を取得し、
　前記分析部は、前記画像情報を解析し、前記店舗内で発生した問題を検知し、
　前記決定部は、検知した問題を解決する前記第２ロボットを選択し、
　前記指示部は、前記第２ロボットに対して前記問題を解決するための作業内容を指示す
る付記１または２に記載の情報処理装置。
（付記４）
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて床の汚れおよびその位置情報を検出し、
　前記決定部は、前記分析部が検出した床の汚れを清掃する清掃ロボットを前記第２ロボ
ットとして決定し、さらに、前記清掃ロボットが行うべき作業内容として清掃方法を決定
し、
　前記指示部は、前記清掃ロボットに対し、前記位置情報および前記清掃方法を指示する
付記３に記載の情報処理装置。
（付記５）
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて精算待ちの顧客の人数およびその位置情報を検
出し、
　前記決定部は、前記人数が第１閾値を超えた場合に、前記分析部が検出した精算待ちの
顧客に対する精算機能を有する精算ロボットを前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記精算ロボットに対し、前記位置情報および前記精算機能の実行を指
示する付記３または４に記載の情報処理装置。
（付記６）
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて商品の陳列状況を検出し、前記陳列状況に基づ
いて、前記商品の欠品およびその位置情報を検知し、
　前記決定部は、欠品を検知された前記商品の補充機能を有する商品補充ロボットを前記
第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記商品補充ロボットに対し、前記位置情報および前記補充機能の実行
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を指示する付記３乃至５のいずれか１項に記載の情報処理装置。
（付記７）
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて案内が必要な顧客およびその位置情報を検出し
、
　前記決定部は、顧客案内機能を有する顧客案内ロボットを前記第２ロボットとして決定
し、
　前記指示部は、前記顧客案内ロボットに対し、前記位置情報および前記顧客案内機能の
実行を指示する付記３乃至６のいずれか１項に記載の情報処理装置。
（付記８）
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて商品の陳列状況を検出し、前記陳列状況に基づ
いて、前記商品の陳列状況の乱れおよびその位置情報を検知し、
　前記決定部は、陳列状況の乱れを整頓する整頓機能を有する整頓ロボットを前記第２ロ
ボットとして決定し、
　前記指示部は、前記整頓ロボットに対し、前記位置情報および前記整頓機能の実行を指
示する付記３乃至７のいずれか１項に記載の情報処理装置。
（付記９）
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて前記第１ロボットの位置情報および商品の運搬
状況を検出し、
　前記決定部は、前記商品の運搬量が第２閾値を超えた場合、前記商品の運搬機能を有す
る運搬ロボットを前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記運搬ロボットに対し、前記位置情報および前記運搬機能の実行を指
示する付記３乃至８のいずれか１項に記載の情報処理装置。
（付記１０）
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて迷子およびその位置情報を検出し、
　前記決定部は、前記分析部が検出した前記迷子を誘導する誘導機能を有する誘導ロボッ
トを前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記誘導ロボットに対し、前記位置情報および前記誘導機能の実行を指
示する付記３乃至９のいずれか１項に記載の情報処理装置。
（付記１１）
　前記分析部は、前記画像情報に基づいて落し物およびその位置情報を検出し、
　前記決定部は、前記分析部が検出した前記落し物を回収する回収機能を有する回収ロボ
ットを前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記回収ロボットに対し、前記位置情報および前記回収機能の実行を指
示する付記３乃至１０のいずれか１項に記載の情報処理装置。
（付記１２）
　前記取得部は、前記第１ロボットから顧客の要望情報をさらに取得し、
　前記分析部は、取得した前記要望情報を分析し、
　前記決定部は、前記要望情報の分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業
内容を決定する付記１または２に記載の情報処理装置。
（付記１３）
　前記分析部は、前記要望情報に基づいて、顧客の商品検索情報を検出し、前記商品検索
情報から検索商品の在庫状況および前記顧客の位置情報を検知し、
　前記決定部は、前記検索商品の搬送機能を有する搬送ロボットを前記第２ロボットとし
て決定し、
　前記指示部は、前記搬送ロボットに対し、前記搬送機能の実行を指示する付記１２に記
載の情報処理装置。
（付記１４）
　前記分析部は、前記要望情報に基づいて、顧客の購入商品搬送要望を検出し、
　前記決定部は、購入した商品の搬送機能を有する搬送ロボットを前記第２ロボットとし
て決定し、
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　前記指示部は、前記搬送ロボットに対し、前記搬送機能の実行を指示する付記１２また
は１３に記載の情報処理装置。
（付記１５）
　前記分析部は、前記要望情報に基づいて、顧客が試着している商品の代替商品に関する
情報を検出し、
　前記決定部は、前記代替商品を指定場所まで搬送する搬送機能を有する搬送ロボットを
前記第２ロボットとして決定し、
　前記指示部は、前記搬送ロボットに対し、前記搬送機能の実行を指示する付記１２乃至
１４のいずれか１項に記載の情報処理装置。
（付記１６）
　第１ロボットから情報を取得する取得ステップと、
　取得した情報を分析する分析ステップと、
　分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業内容を決定する決定ステップと
、
　前記決定ステップにおける決定に基づいて、前記第２ロボットに対して、前記作業内容
を指示する指示ステップと、
　を含む情報処理方法。
（付記１７）
　第１ロボットから情報を取得する取得ステップと、
　取得した情報を分析する分析ステップと、
　分析結果から、連携すべき第２ロボットおよびその作業内容を決定する決定ステップと
、
　前記決定ステップにおける決定に基づいて、前記第２ロボットに対して、前記作業内容
を指示する指示ステップと、
　をコンピュータに実行させる情報処理プログラム。
【０１６１】
　この出願は、２０１８年３月５日に出願された日本出願特願２０１８－０３９０５６を
基礎とする優先権を主張し、その開示の全てをここに取り込む。
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